（様式２）
土地が自己所有地又は国、地方公共団体からの貸与地でない場合の理由書
土地が自己所有地又は国、地方公共団体からの貸与地でないショートステイを特別養護老人ホームに転換することが認められる場合は、以下の１～３の全ての条件を満たし、かつ、４に記載された理由が合理的であると認められる場合に限る。

	
	
	確認欄
（○）

	１
	期間３０年以上の借地権の設定登記又はその確約が取れていること。
	

	２
	当該法人の理事長又は報酬を受けている役員等からの賃借でないこと。
	

	３
	借地契約額は、当該借地の固定資産税相当額及び維持管理に必要な額以下であること。
	


	４　所有権を取得できない理由

	


※各項目について証明できる書類等参考資料を添付すること。
